
えひめの未来チャレンジ支援事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 県は、市町や民間団体等が、時代のニーズに対応し、自らの創意工夫により地

域の一体的かつ持続的発展を図るために実施する地域づくり事業であって、かつ第六

次愛媛県長期計画の着実な推進に資する事業、地方局の提案により実施する事業、県

と市町が連携して推進する事業又は複数の県内市町が連携して実施する事業に要す

る経費について、当該事業を実施する市町及び当該事業を実施する民間団体等に補助

する市町に対し、愛媛県補助金等交付規則（平成18年愛媛県規則第17号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところにより、予算の範囲内で、

えひめの未来チャレンジ支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付する。 

 

第２条 前条に規定する民間団体等とは、次に掲げるいずれかに該当するものをいう。 

(1) 地域の自治会、町内会等のコミュニティ団体 

(2) 商工会議所、商工会、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合等の産業経済団体 

(3) 文化協会、体育協会等の文化スポーツ団体 

(4) 地域づくり事業を実施する非営利活動法人、地域づくり団体、実行委員会、協議

会等 

(5) 県内の市町において、地域おこし協力隊推進要綱（平成21年３月31日付総行応第

38号総務事務次官通知）に定める地域おこし協力隊を１年以上勤めた後、地域資源

を活用した起業又は事業承継を目指す者であって、かつ補助金の交付申請日時点に

おいて、次に掲げるいずれかに該当するもの 

 ① 現に地域おこし協力隊である者 

 ② 地域おこし協力隊を離職後３年未満であって、かつ当該市町に住民登録がある

者 

(6) その他地方局長が特に認めるもの 

２ 前項第４号に定めるもののうち、市町が主たる構成員となって組織する実行委員

会又は協議会等であって次の全てに該当するものに係る補助限度額の別表地域づく

り推進事業の項（(1)及び(3)から(5)までを除く。）補助率及び補助限度額の欄の適

用については、市町に準ずる。 

(1) 定款、寄附行為等に類する規約を有すること。 

(2) 協議会等の運営を実質的に市町が行っていると認められること。 

(3) (1)の規約において、市町の規程に準じた会計及び監査の手続が規定されている

こと 

 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、事業主体、 

補助対象経費、補助金算定の対象となる額、補助率及び補助限度額は、別表に掲げ

るとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象事業には、原則として次の各号に掲げる事業

を含まないものとする。 

(1) 公営企業に関する事業 

(2) 特定の個人や法人の利益増進など公益性を有しないと認められる事業 



(3) 市町の内部管理に属する事業、庁舎等公用施設整備事業等 

(4) 各種施設の運営・維持管理等の事業 

(5) 国、県及びその他の団体の補助制度の対象となる事業 

(6) 補助金の交付申請前から定期的に行われている事業 

(7) 道路、港湾整備等のインフラ整備事業 

(8) 前各号に準ずるものと地方局長が認める事業 

 

（事業計画） 

第４条 補助金の交付を受けようとする市町長は、規則第４条の規定による申請書の提

出に先立ち、地方局長が別に定める期日までに、事業計画書（様式第１号）に関係書

類を添付して、地方局長に提出しなければならない。 

 

（補助金の内示） 

第５条 地方局長は、前条に規定する事業計画書を受理した場合は、その内容を審査し、

適当と認めたときは、予算の範囲内において交付する補助金額を定めて市町長に内示

するものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 規則第４条の規定による補助金の交付申請をする市町長は、補助金交付申請書

（様式第２号）に関係書類を添付し、別に定める期日までに地方局長に提出しなけれ

ばならない。 

 

（補助事業の変更承認申請) 

第７条 規則第５条第１項の規定による補助金の交付決定を受けた市町長（以下「補助

事業者」という。）は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）

について、次の各号のいずれかに該当する変更をしようとするときは、あらかじめ補

助事業変更承認申請書（様式第３号）を地方局長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

(1) 補助金の額の変更 

(2) 補助対象経費の20％を超える増減 

(3) 事業内容の重要な変更 

 

（補助事業の中止及び廃止） 

第８条 規則第６条第１項第３号の規定による承認を受けようとする補助事業者は、 

 あらかじめ事業中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を地方局長に提出し、その承

認を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第９条 規則第11条の規定により補助事業の遂行の状況に関する報告を求められた補

助事業者は、速やかに地方局長に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第10条 規則第13条の規定による実績報告をする補助事業者は、補助事業完了後、速や

かに事業実績報告書（様式第５号）に関係書類を添付して、地方局長に提出しなけれ

ばならない。 



 

（補助金の確定） 

第11条 地方局長は、前条に規定する実績報告書を受理した場合には、その内容を審査

し、必要に応じて現地調査等を行い、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、そ

の旨を補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第12条 規則第16条本文の規定による補助金の交付を受けようとする補助事業者は、補

助金精算払請求書（様式第６号）を地方局長に提出しなければならない。 

 

（補助金の概算払） 

第13条 規則第16条ただし書きの規定による補助金の概算払を受けようとする補助事

業者は、補助金概算払請求書（様式第７号）に関係書類を添付して、地方局長に提出

しなければならない。 

 

（財産の管理） 

第14条 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）

のうち、規則第22条第２項第４号に規定する財産は、取得価格又は効用の増加価格の

単価が50万円を超える機械及び重要な器具とする。 

２ 規則第22条第２項ただし書きに規定する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定められている耐用年数に相当する期間とする。

ただし、別表に掲げる移住・定住等推進事業により、移住体験及び定住促進を目的と

して整備した住宅にあっては、７年間とする。 

 

（関係書類の保管） 

第15条 規則第23条の規定により、補助事業に係る収入及び支出の状況を明らかにした

帳簿書類を保存する期間は、補助事業終了の年度の翌年度から起算して５年間とす

る。 

 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほか､補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 附 則 

１ この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和５年３月31日をもって、その効力を失う。 

３ 第10条から第14条までの規定は、令和５年３月31日以前に交付決定された補助金に

ついては前項の規定にかかわらず、同日後においてもなおその効力を有する。 

  附 則 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、平成24年３月19日から施行する。 

２ 平成24年３月31日までに交付決定を受けた事業については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成25年３月19日から施行する。 



２ 平成25年３月31日までに交付決定を受けた事業については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成26年３月20日から施行する。 

２ 平成26年３月31日までに交付決定を受けた事業については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成28年３月23日から施行する。 

２ 平成28年３月31日までに交付決定を受けた事業については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成30年３月19日から施行する。 

２ 平成30年３月31日までに交付決定を受けた事業については、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和２年３月18日から施行する。 

２ 令和２年３月31日までに交付決定を受けた事業については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年３月19日から施行する。 

２ 令和３年３月31日までに交付決定を受けた事業については、なお従前の例による。 



別表（第３条関係） 

補助対象事業 事業主体 補助対象経費 
補助金算定の 
対象となる額 

補助率及び補助限度額 
 
 地域づくり
推進事業 

 
【事業内容】 
時代のニーズ
に対応し、自ら
の創意工夫に
よる地域の一
体的発展に向
けて取り組む
事業、地方局の
提案により実
施する事業、県
と市町が連携
して推進する
事業又は複数
の県内市町が
連携して実施
する事業 

 
市町 

 
１ 補助対象事業に要
する経費から、次の経
費を除いた額 

 (1) 経常的な経費（事
務費、人件費、維持補
修費、交際費、償還金
利子及び割引料等） 

 (2) 用地取得費及び設
計費 

 (3) その他地方局長が
不適切と認める経費 

 
２ ソフト事業を基本
とし、ハード事業はソ
フト事業の実施に当
たり必要不可欠なも
ののみを補助対象経
費に含める。 

 

 
同左 

 
補助率は、１/２以内とし、

補助限度額は、１事業につき
3,000千円以内(※)とする。 
ただし、当該補助事業に係

る寄付金、負担金、入場料収
入などの受益者負担額等特定
財源がある場合、又は当該補
助事業の財源の一部に元利償
還費が交付税措置される地方
債が充当される場合は、当該
特定財源の額又は当該充当額
を補助金算定の対象となる額
から控除した額を上限とす
る。 

※以下に掲げるデジタル化の
推進のために実施する事業
の補助限度額は、4,000千円
以内 
・住民サービスの効率化 
・地域コミュニティの持続
的活性化 

※複数の県内市町が連携して
実施する事業の補助限度額
は、各市町5,000千円以内 

 
民間団体

等 
 
ただし、第
２条第５
号に掲げ
る者を除
く。 

 
１ 当該民間団体等に
対して市町が補助対
象とした経費 

 
２ ソフト事業を基本
とし、ハード事業はソ
フト事業の実施に当
たり必要不可欠なも
ののみを補助対象経
費に含める。 

 
 民間団体等が
補助対象事業に
要する経費から
次の経費を除い
た額 
(1) 経常的な経
費（事務費、人
件費、維持補修
費、交際費、償
還金利子及び割
引料等） 
(2) 用地取得費
及び設計費 
(3) その他地方
局長が不適切と
認める経費 
 

 
補助率は、補助金算定の対

象となる額の１/２以内とし、
補助限度額は、１事業につき
1,000千円以内(※)とする。 
ただし、市町が民間団体等

に対して補助した額を上限と
する。 

※以下に掲げるデジタル化の
推進のために実施する事業
の補助限度額は、2,000千円
以内 
・住民サービスの効率化 
・地域コミュニティの持続
的活性化 

※複数の民間団体等が連携し
て実施する事業の補助限度
額は、2,000千円以内 

 



 

補助対象事業 事業主体 補助対象経費 
補助金算定の 
対象となる額 

補助率及び補助限度額 

      
 
(1) 地域公共
交通システ
ム支援事業 

 
【事業内容】 
地域の交通
体系の再編
やコミュニ
ティ交通の
確保、新た
な交通シス
テム等の導
入のための
事業 

 
市町 

 
１ 補助対象事業に要
する経費から、次の経
費を除いた額（ただ
し、市町が策定した地
域公共交通の活性化
計画に基づく実証実
験に要する運行経費
は除く） 

 (1) 経常的な経費（事
務費、人件費、維持補
修費、交際費、償還金
利子及び割引料等） 

 (2) 用地取得費及び設
計費 

 (3) 運行経費 
 (4) その他地方局長が
不適切と認める経費 

 
２ ハード事業単独も
補助対象経費に含め
る。 

 
同左 

 
補助率は、１/２以内とし、

補助限度額は、１事業につき
5,000千円以内（複数の県内市
町が連携して実施する事業に
ついては、各市町 5,000 千円
以内）とする。 
ただし、当該補助事業に係

る寄付金、負担金、入場料収
入などの受益者負担額等特定
財源がある場合、又は当該補
助事業の財源の一部に元利償
還費が交付税措置される地方
債が充当される場合は、当該
特定財源の額又は当該充当額
を補助金算定の対象となる額
から控除した額を上限とす
る。 

 
民間団体

等 
 

ただし、第
２条第５
号に掲げ
る者を除
く。 

 
１ 当該民間団体等に
対して市町が補助対
象とした経費 

 
２ ハード事業単独も
補助対象経費に含め
る。 

 

 
民間団体等が

補助対象事業に
要する経費から
次の経費を除い
た額 
(1) 経常的な経
費（事務費、人
件費、維持補修
費、交際費、償
還金利子及び割
引料等） 
(2) 用地取得費
及び設計費 
(3) 運行経費 
(4) その他地方
局長が不適切と
認める経費 

 
補助率は、補助金算定の対

象となる額の１/２以内とし、
補助限度額は、１事業につき
5,000千円以内とする。 
ただし、市町が民間団体等

に対して補助した額を上限と
する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



補助対象事業 事業主体 補助対象経費 
補助金算定の 
対象となる額 

補助率及び補助限度額 

 
 
(2) 移住・定
住等促進支
援事業 

 
【事業内容】 
テレワーク
移住や地域
を担う外部
人材の誘
致、関係人
口の創出な
ど移住・定
住等の促進
に取り組む
事業、主と
して県外か
ら本県に移
住を希望す
る者を対象
とした移住
体験住宅等
の整備等の
事業 

 
市町 

 
１ 補助対象事業に要
する経費から、次の経
費を除いた額 

 (1) 経常的な経費（事
務費、人件費、維持補
修費、交際費、償還金
利子及び割引料等） 

 (2) 用地取得費 
 (3) 改修物件の賃借料 
 (4) その他地方局長が
不適切と認める経費 

 
２ ハード事業単独も
補助対象経費に含め
る。 

 
同左 

 
補助率は、１/２以内とし、

補助限度額は、１事業につき
4,000千円以内とする。 
ただし、当該補助事業に係

る寄付金、負担金、入場料収
入などの受益者負担額等特定
財源がある場合、又は当該補
助事業の財源の一部に元利償
還費が交付税措置される地方
債が充当される場合は、当該
特定財源の額又は当該充当額
を補助金算定の対象となる額
から控除した額を上限とす
る。 

 
民間団体

等 
 

ただし、第
２条第５
号に掲げ
る者を除
く。 

 
１ 当該民間団体等に
対して市町が補助対
象とした経費 

 
２ ハード事業単独も
補助対象経費に含め
る。 

 

 
民間団体等が

補助対象事業に
要する経費から
次の経費を除い
た額 
(1) 経常的な経
費（事務費、人
件費、維持補修
費、交際費、償
還金利子及び割
引料等） 
(2) 用地取得費 
(3) 改修物件の
賃借料 
(4) その他地方
局長が不適切と
認める経費 

 
補助率は、補助金算定の対

象となる額の１/２以内とし、
補助限度額は、１事業につき
2,000千円以内とする。 
ただし、市町が民間団体等

に対して補助した額を上限と
する。 

 
(3) 県内大学
等連携支援
事業 

 
【事業内容】 
県内市町が
県内の大学
等高等教育
機関（学生
団体等を含
む）と連携
して実施す
る地域課題
解決に係る
取組やその
ための拠点
整備等の事
業 

 
市町 

 
１ 補助対象事業に要
する経費から、次の経
費を除いた額 

 (1) 経常的な経費（事
務費、人件費、維持補
修費、交際費、償還金
利子及び割引料等） 

 (2) 用地取得費 
 (3) 改修物件の賃借料 
 (4) その他地方局長が
不適切と認める経費 

 
２ ハード事業単独も
補助対象経費に含め
る。 

 
同左 

 
補助率は、１/２以内とし、

補助限度額は、１事業につき
4,000千円以内とする。 
ただし、当該補助事業に係

る寄付金、負担金、入場料収
入などの受益者負担額等特定
財源がある場合、又は当該補
助事業の財源の一部に元利償
還費が交付税措置される地方
債が充当される場合は、当該
特定財源の額又は当該充当額
を補助金算定の対象となる額
から控除した額を上限とす
る。 

 



補助対象事業 事業主体 補助対象経費 
補助金算定の 
対象となる額 

補助率及び補助限度額 

 

 
(4) えひめ夢
提案総合支
援事業 

 
【事業内容】 
民間団体等
がえひめ夢
提案制度推
進要綱第５
条の規定に
より認定を
受けた夢特
区計画に基
づき取り組
む事業 

 
民間団体

等 
 

ただし、第
２条第５
号に掲げ
る者を除
く。 

 
１ 補助対象事業に要
する経費から、次の経
費を除いた額 

 (1) 経常的な経費（事
務費、人件費、維持補
修費、交際費、償還金
利子及び割引料等） 

 (2) 用地取得費及び設
計費 

 (3) その他地方局長が
不適切と認める経費 

 
２ ソフト事業を基本
とするが、必要がある
と認められる場合は
ハード事業単独も補
助対象経費に含める。 

 
同左 

 
補助率は、１/２以内とし、

補助限度額は、１事業につき
1,000千円以内(※)とする。 
ただし、市町が民間団体等

に対して補助した額を上限と
する。 

※以下に掲げるデジタル化の
推進のために実施する事業
の補助限度額は、2,000千円
以内 
・住民サービスの効率化 
・地域コミュニティの持続
的活性化 

 
(5) 地域人材
起業支援事
業 

 
【事業内容】 
地域おこし
協力隊員等
の定住・定
着による過
疎集落等の
活性化を図
るため、地
域おこし協
力隊員等が
取り組む地
域資源を活
用した事業 

 
民間団体

等 
 
ただし、第
２条第５
号に掲げ
る者に限
る。 

 
１ 当該民間団体等に
対して市町が補助対
象とした経費 

 
２ ハード事業単独も
補助対象経費に含め
る。 

 
民間団体等が

補助対象事業に
要する経費から
次の経費を除い
た額 
(1) 経常的な経
費（事務費、人
件費、維持補修
費、交際費、償
還金利子及び割
引料等） 
(2) 用地取得費
及び土地・建物
の借用にかかる
敷金並びに礼金 
(3) その他地方
局長が不適切と
認める経費 
 
※ 補助金算定の
対象となる経費
のうち、リース
等に係る契約期
間が、当該年度
を超える場合
は、比例按分方
式による当該年
度分または実支
出額のいずれか
低い方の額を補
助対象とする。 

 
補助率は、補助金算定の対

象となる額の１/２以内とし、
補助限度額は、１事業につき
500千円以内とする。 
ただし、市町が民間団体等

に対して補助した額を上限と
する。 

 

注１) 補助限度額は、地方局長が特に認める事業について、この限度額を超えることができる。 

注２) 補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 


